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一般企業の農業参入
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1）　トウモロコシ：～ 56 lb～ 25.401kg，






























































表 1 ― 1　業種別の参入法人数
















表 1 ― 2　営農類型別の法人数

























注： 「複合」における第 1順位の作目は，米麦等 21，野菜 14，果樹 7，工芸作物 4，畜産 2，花き・花木 1と
なっている。




























図 2 ― 1　位置図

































表 2 ― 2　農家数の推移
区　分 1975年 1985年 1995年 2005年
農家数 4,334（100％） 3,864（100％） 2,882（100％） 2,523（100％）
専業農家数 194（   4.47） 209（   5.40） 221（   7.67） 108（   4.28）
第 1種兼業農家数 567（ 13.08） 294（   7.61） 198（   6.87） 79（   3.13）
第 2種兼業農家数 3,573（ 82.44） 3,361（ 86.98） 2,463（ 85.46） 706（ 27.98）
自給的農家数 ― ― ― 1,630（ 64.61）
出所：下呂市資料
表 2 ― 3　経営耕地面積の推移
区　分 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年
農家数（戸） 4,334 4,151 3,864 3,217 2,882 2,606
経営耕地面積（ha） 2,152 1,905 1,761 1,665 1,472 1,296
出所：下呂市資料
表 2 ― 4　耕作放棄地面積の変化
2000年 2005年 増加面積
下呂市 177.45ha（16.26％） 206.65ha（20.25％） 29.20ha












































写真 2 ― 2　市役所近くのマテリアル東海本社















写真 2 ― 4　障害者支援の案内
写真 2 ― 5　フラップハウスの担い手ふたり
写真 2 ― 6　農産物には説明書をいれている
写真 2 ― 7　トイレもバリアフリー
写真 2 ― 8　作業台



























































写真 2 ― 10　ほ場の雨除けハウス 写真 2 ― 11　休憩室
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写真 2 ― 12　堆肥置き場 写真 2 ― 13　水タンク 写真 2 ― 14　農機具庫
写真 2 ― 15　農業機械類
写真 2 ― 16　農機具 写真 2 ― 17　 ホウレンソウの栽培
状況
写真 2 ― 18　 ぎふクリーン農業へ
の取組
写真 2 ― 19　 甘味のあるホウレン
ソウ




















































写真 2 ― 22　雪のハウスは保守が大変である



































































































図 3 ― 1　池田町の位置図










































写真 3 ― 2　あんじゅファーム及びリオカ









































































































































表 3 ― 2　耕作放棄地面積の変化
2000年 2005年 増加面積
池田町 14.94ha（1.41％） 23.09ha（2.42％） 8.15ha



























































































































































































































































1965年 3月 1日　設立 1971年 6月 17日




























































































表 4 ― 4　耕作放棄地面積の変化
2000年 2005年 増加面積
高山市 359.72ha（8.46％） 544.90ha（13.36％） 185.18ha




















































































































写真 4 ― 2　ハウス群





























































4月 5月 6月 7月 9月8月 10月 11月
生育 収穫
写真 4 ― 4　ほ場の様子
品種名
トップセラー
3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月
15日毎に播種，約2ヶ月間の収穫予定
播種 定植 生育・育苗 収穫
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と直接取引しているのは約25％相当であるか
ら，今後，農業参入したことによって更に市場
外取引が増加すると見込んでいる。
　設立に向けて直接のきっかけは，従来より
取引のあった愛知県豊橋市で農業を営む（有）
アグリライフの代表取締役である水鳥高道氏
と，カネ井青果のアグリ事業部の鷲見孝一氏の
話の中で，カネ井青果社長の意向を現実のもの
にしようと，一緒に動き出したことにある。な
お，豊橋市の（有）アグリライフは15農家か
らなる法人であり，年間売上高は3億円弱であ
る。代表の水鳥氏は水田50aと畑70aにブロッ
コリーとベビーリーフ（ルッコラ等の新芽）を
栽培している。ルッコラは年20作できている。
機械設備を整備するためにカネ井青果が4,800
万円の先行投資をしたのも夢を買ったともいえ
るが，そもそも水鳥氏と鷲見氏の話から始まっ
たこの事業については水鳥氏自身が自分単独で
でもやりたいと考えていたことだといい，農業
者自身が本気で打ち込める内容だともいえる。
（4）　参入障壁等
　農地の状況や農業参入に至る諸手続きの過程
を振り返ると，愛知県知多地域で取り組んだ方
がはるかにやりやすかったと思うというが，カ
ネ井青果の岐阜への想いと熱意がこれまでを形
作ってきた。アグリカルチャーズプロを豊橋で
立ち上げて，農業生産法人としての認可をとっ
てから高山に参入した方が早かったのではない
か，とすら感じているという。（有）アグリラ
イフは先に述べたように豊橋で農業している農
家集団である。諸手続の過程で，アグリカル
チャーズプロの取締役水鳥氏が代表を務めてい
る（有）アグリライフであっても農業生産法人
の認可を得ていないため，高山市の農業に参入
する要件を満たしていないと言い，水鳥氏は農
家であるが，地域が異なるから適合していない。
当初，相談し，手続きを進める過程では市担当
部長をはじめ関係者との円滑な進捗内容は，人
事異動で部長をはじめ担当者が変わって以降，
ことごとく壁が立ちふさがって，作業は遅れに
遅れてしまったという。2006年10月に初回，
2007年3月に農業生産法人を立ち上げて，4月
から6月にかけて担当者が変わり，このことに
よってパイプハウス建設も出来ない状態にな
り，ホウレンソウ栽培も結果として，2，3作
しかできないこととなった。現地は耕作放棄地
であったが，豊橋や国府の農業事例をもとに考
え当初聞いていた耕作環境と栽培を始めてみて
相違するところがあって，思わぬ雑草や害虫に
苦労したという。
（5）　現在の課題，問題点
　新規就農者のモデルケースとして5年で確立
したいと考えているが，新たな仲間づくりがで
きるように進めていきたいとしている。仲間は
岐阜県全域に増やし，標高別にリレー出荷でき
るように連携することができれば，と考えてい
る。経営としては，50円 /kgを損益分岐点とで
きる生産体系にすることが競争力のある農業経
営になると構想している。水鳥氏からみると，
豊橋の農業は農業者自身が自分の判断で行う農
業であるのに対し，高山の農業は農協の農業で
農業者自らが経営判断する農業にはなっていな
いと映る。農業は自分でやってこそ夢を持てて
満足するもので，他人から言われてやるのでは
農業の良さを実感できず，跡継ぎも育ちにくい。
つくる喜びと買ってくれる人と理解し合えるこ
と，互いに助け合うことが喜びとなって，一度
この喜びを感じると農業はやめられない。仲卸
が入っているグループは，販売の心配がないの
で安心であるし，やっている実際を見て貰うこ
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とによって，思いが同じ仲間を増やしたいと考
えている。
（6）　今後の展開や行政・関係機関に望むこと
　行政に求めることとして，県行政対応にはス
ピード感が不足しており，迅速な対応を望んで
いる。また，前向きの農地斡旋を希望している
が，現状はまず，地元優先で他地区から参入し
たアグリカルチャーズプロに農地を回わしてく
れるのは最後の最後になると言われている。若
手農業者が得られないなら，脱サラしても農業
をやりたい人をグループ化して取り組んでいき
たいが，それなりの行政支援が不可欠であろう。
（7）　その他
　一般企業の農業参入は，地域の判断に委ねら
れるため，地域農業委員会をはじめ，その地域
の農業者の理解と協力が不可欠である。ところ
が，一般企業は簡単な手続きだけで参入できる
と思いこんでいる場合が多い。早めに県と市町
村の農業委員会に相談しつつ進めることが肝要
である。流通の要諦となる卸が生産に乗り出す
とSCM構築を進め全体最適を実現しやすく，
今後の進展が期待されるところである。
5 ．おわりに
　日本農業のおかれた厳しい状況を切り拓く方
法として，農業の法人化が進められてきたが，
その後，一般企業が参入できるようになって今
後，農業の効率化が促進されるものと期待され
るようになった。今回調査した法人は，いずれ
も意欲的に農業展開している途上にあることが
分かった。NPO法人の例では，冷涼な高冷地
園芸に取り組んで野菜を周年栽培できるよう，
27才の青年が地域と連携した農業生産に夢を
見出し，若者が就農したくなるモデルを創りつ
つあった。著者が調査に訪れた折，頂戴した野
菜を調理したところ，その味は素晴らしく，需
要者が喜ぶ品質を実現していると実感させられ
ただけに期待が高まる。また，青果仲卸が農業
生産の株式会社を立ち上げて，生産から販売ま
で一気通貫の農業展開に意欲を見せている事例
にも，農業の新たな道として期待できるものを
感じる。とりわけ，生産流通全体の司令塔機能
を卸が担い，最適供給を実現することによって
付加価値を生み出すことができ，また，必要に
応じて採れたて数時間配達というような高鮮度
付加価値などをも可能に出来る。また，建設業
はその保有する人的・装備的資源をいかして土
地利用型農業に取り組み稲作を行っているが，
稲作では規模拡大が命題であり，今後の土地集
積が経営基盤に直結する。現在，有利な販路開
拓を進めているが，規模拡大とともにあらゆる
工夫を行っていることから今後を期待したい。
いずれの取り組みも，販路となる食品事業者や
小売業者等と顔の見える関係でかつ効率的な仕
組みを取り入れている。サプライチェーンマ
ネージメントを確実に実行しており，地域から
拡がる食の担い手の歩みは確実に日本の食料と
農業と農村の再生に貢献できるものと考えられ
る。
　しかし，企業の農業参入には，ところによっ
ては農協の警戒心や無理解のために特区以前
の，現地農業者が中心となった農業生産法人で
なければ受け入れようとしない等，参入環境に
は地域格差も大きい。円滑な参入には，何より
もまず，その地域の農業者の理解と協力が不可
欠であるが，意外な盲点として，耕作放棄地と
なってしまった農地には雑草が繁茂していると
いう当たり前の現実がある。こうした農地では
作物が雑草に負けてしまい，営農はいきなり壁
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にぶつかってしまう。除草にシルバー人材を使
えば，コスト高となって採算はとれず，1作目
をあきらめて，マルチ栽培や農薬により除草し
てから播種や定植をやり直す等，仕切り直しす
ると，初年度はいきなり赤字が確定する。こう
いう場合，窒素肥料と同時に除草効果のある石
灰窒素を施用する方法等，あらかじめ農業者の
知恵を集め活用すると力になるが，何よりも農
地が雑草に覆われる前に意欲ある担い手に引き
継ぐことが地域の責務であり，地域で連携する
人の輪づくりを重視したい。また，世界規模で
進められてきた簡便で安上がりを求めた食の国
際分業は，情報の断絶ばかりでなく，命すらも
脅かす危険と背中合わせであることを思い知ら
される事件がおきた。安全・安心を看板にして
いた生協は産消提携と銘打った地産地消をこれ
までより重視する方針を打ち出しつつある。一
般スーパーマーケットですら国内産重視に大
きく舵をきっている今，安心な食のサプライ
チェーンを形成する司令塔の役割は大きい。農
と食のすべての関係者は，地産地消，国内産重
視を基本にしつつ，安全で安心できる食の供給
体制を見直すべきであり，地球温暖化対策上か
らもCO2排出量の少ない食に留意して輸送距
離に注意した取組を深めるときである。
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